保福第１の２号様式企業等用

事業計画（実績）書
　　　　　　　　　　　　　
	設立年月日
	（入力してください。）

	申請者の営む主な事業
	（入力してください。）

	補助事業等の内容
	中小企業（中小企業基本法（昭和38年法律第154号）第２条第１項に規定する中小企業を指す。以下同じ。）が商工会議所、統合型健保組合、業界団体等複数の企業で構成される団体を事務局として、外部の医療機関の出張により職域接種を共同実施することにより、新型コロナウイルスワクチン接種に関する地域の負担を軽減し、接種の加速化を図る。

	補助事業等の実施による効果（実施成果）
	[bookmark: _GoBack]複数の企業で構成される団体を事務局として職域接種を共同実施することにより、新型コロナウイルスワクチン接種に関する地域の負担を軽減し、接種の加速化を図ることができる。

	備考
	


　注　１　「補助事業等の内容」欄及び「補助事業等実施による効果（実施成果）」欄については、詳細かつ具体的に記載すること。
　　　２　「補助事業等の実施による効果（実施成果）」欄については、補助金等交付申請時には補助事業等の実施による効果を、補助事業等実績報告時には、補助事業等実施による実施成果を記載すること。
　　　３　補助金等の交付を受けようとする者が法人以外の団体の場合にあっては、その運営の状況を「備考」欄に記載すること。
　　　４　事業主体が地方公共団体であるときは、「設立年月日」及び「申請者の営む主な事業」欄は削除して使用すること。
